
２．平成３０年度事業の内容

１．本市の現状と課題

本市の昼夜間人口比率は低く、人口約５万人のうち約１万人が市外へ就労または就学しています。

このことが、本市の人口減少につながっていると考えられることから、魅力ある企業を誘致することで雇用を

創出し、市内での定住を促進する必要があります。

担当課 電話番号商工観光課 74-8105

①　企業誘致の推進と既存企業の育成

継続 企業立地推進対策費
441万円

（前年度） 503万円
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平成３２年度までに企業誘致１０件を目指します。また、域内産業振興及び定住を促進するため市内企業への

支援を継続し、雇用の拡大などを図ります。

３．目標値または実施により求める効果

ます。また、市内既存企業への支援も継続して実施します。

あります。

魅力ある企業を市内に誘致するために、富山県と連携・協力しながら、企業立地優遇措置を充実させる必要が

基づき、助成金を交付します。

富山県企業立地助成制度

財
源

県の負担 2,000 経
費
内
訳

補助及び交付金 6,455

市の負担 4,455

電話番号 74-8105

３．目標値または実施により求める効果

平成３２年度までに企業誘致１０件を目指します。

市内に一定規模の新規雇用を伴う、工場の新増設などを行った事業者に対して、氷見市商工業振興条例に

２．平成３０年度事業の内容

担当課 商工観光課

１．本市の現状と課題

大浦第２工業団地（造成工事中）

継続 企業立地助成金
6,455万円

富山県主催の「とやま企業立地セミナー」や、とやま呉西圏域連携事業への参加を通じて、観光情報を含めた

本市の立地環境の良さをＰＲするとともに、本市にゆかりのある企業を訪問するなどして、企業誘致に努め

（単位：万円）

財
源

市の負担 441

（前年度） 4,000万円

（単位：万円）
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②　産業人材の確保・育成

継続 雇用・勤労者福祉対策推進事業費
274万円

（前年度） 272万円

２．平成３０年度事業の内容

担当課 商工観光課 電話番号 74-8105

１．本市の現状と課題

企業にとって将来を担う若手人材の確保、働く意欲と能力のある女性・高齢者などの労働参加率を向上させる

ために、官民一体となって、働きやすさや子育て環境などの地域の魅力を高める必要があります。

氷見市事業所協会に対して、雇用対策事業費補助金を交付し、中小企業に働く従業員の福祉の向上と雇用の

安定を図ります。また、新たに中小企業退職金共済制度に加入した事業者に対して、中小企業退職金共済掛金

補助金を交付します。

３．目標値または実施により求める効果

市内事業所での働きやすさを充実させることで、UIターン者など地域外の人材を呼び込み、持続的な経済成長を

実現します。

氷見市事業所協会による雇用対策事業

（単位：万円）

財
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市の負担 274 経
費
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補助及び交付金 163

負担金 61

委託料 50
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